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１．求人情報活用勉強会及び意見交換会【高山市】 

 

 飛騨地域創生連携協議会では、飛騨地域の企業の人材不足の課題解決を目的に、魅力的な求人情

報の発信に取り組んでいます。昨年 12 月に「飛騨地域求人特集ページ」をオープンし、飛騨地域

の企業様の求人掲載を行いましたが、より効果的に人材確保をしていただくための勉強会および意

見交換会を開催させていただきますのでご案内させていただきます。 

 

＜詳細＞ 

 ○講座名：飛騨地域の人材確保に向けて 求人情報活用勉強会 

      大学生長期インターンシップ成果報告会 

〇日 時：平成３１年３月２２日（金） １４：００～１５：３０ 

〇場 所：飛騨信用組合本店 さるぼぼ倶楽部サロン棟２階（高山市花岡町１―１３―１） 

○参加費：無料 

○申 込：下記＜問い合わせ・申込先＞へ企業名、担当者、参加人数、連絡先をご連絡ください。 

 ○内 容：①飛騨地域の求人動向、現状や実態、成功例や企業の取り組み事例 

      ②中山間部の他地域における人材獲得の取り組みについて 

      ③株式会社本陣平野屋 大学生長期インターンシップ成果報告会 

      ④飛騨地域内企業の取り組みの現状等意見交流会 

 ○主 催：飛騨地域創生連携協議会 

      飛騨地域の３市１村（高山市、飛騨市、下呂市、白川村）と岐阜県が連携して飛騨地域

の地方創生に取り組む組織 

 

＜お問い合わせ先＞ 

  特定非営利活動法人 まちづくりスポット  

TEL：０５７７―６２－８５５０ 

  FAX：０５７７―６２―８５８０ 

Mail：info@machispo.org 

 

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★ 

２．地方創生移住支援事業 移住支援金のお知らせ【内閣府】 

mailto:info@machispo.org


 

 東京一極集中の是正及び地方の担い手不足対策のため、地方におけるＵＩＪターンによる就業者

を創出する地方公共団体の取り組みを地方創生推進交付金で支援します。 

 ※本事業は、２０１９年度予算の国会における成立が前提となります。 

 ※本事業は、２０１９年度から６年間を目処に地方公共団体が主体となって実施するものです。 

開始時期、支給額等の制度の詳細は地方公共団体により異なります。 

 

＜事業概要＞ 

 東京２３区（在住者又は通勤者）から東京圏外※１へ移住し、移住支援事業を実施する都道府県

が選定した中小企業等に就業した方に都道府県・市町村が共同で交付金※２を支給する制度です。 

※１ 東京圏内の条件不利地域を含みます。 

※２ １００万円以内（単身の場合は６０万円以内）で都道府県が設定する額 

 

＜対象＞ 

①【移住元】東京２３区の在住者または通勤者（直近５年以上） 

②【移住先】東京圏以外の道府県又は東京圏内の条件不利地域への移住者 

      ※移住支援事業を実施する都道府県・市町村に限ります。 

（平成３１年４月より高山市においても実施予定です。） 

③【就 業】移住支援事業を実施する都道府県が、マッチングサイトに移住支援金の対象として掲

載する求人に新規就業した方 

 

＜東京圏とは＞ 

 東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県（条件不利地域を除く） 

 ※条件不利地域についてはＨＰをご確認ください。 

 

＜お問い合わせ＞ 

本事業の詳細については、事業を実施する都道府県が公表する情報及び地方創生ＨＰをご確認くだ

さい。 

ＨＰ：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/shienkin_index.html 

 

内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部事務局 

ＴＥＬ：０３－５２５３－２１１１ 

 

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★ 

３．「岐阜県移住支援事業・岐阜県マッチング支援事業」 

移住支援金の対象法人の登録受付のお知らせ【岐阜県】 

 

 県では、東京圏から移住して就業しようとする者が転居・就業に至った場合に、県と居住地の市

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/shienkin_index.html


町村が協働して移住支援金を給付する「移住支援事業」を実施します。 

 当該移住支援金の対象法人は、事前に県への登録が必要になることから、県では、以下のとおり、

移住支援金の対象法人の登録を受け付けます。 

 なお、移住支援金の対象法人及び求人情報については、県が運営するマッチングサイトへの掲載

を行います。 

 ※当該マッチングサイトへの掲載には、県の登録と併せて、岐阜県中小企業総合人材確保センタ

ー（ジンチャレ！ぎふ）への求人登録が必要となります。 

 

＜移住支援事業概要＞ 

東京圏から移住して就業しようとする者が転居・就業に至った場合に、当該移住者に対して、県

と居住地の市町村が協働して移住支援金を給付します。 

 ※移住支援事業の対象となる法人は、当該マッチングサイトに移住支援金の対象として求人情報

が掲載された法人のみとなります。 

 ※対象法人において採用した者（東京圏から移住して就業した者）が、移住支援金を申請する際

には、対象法人において就業証明等にご協力いただくこととなります。 

 

＜マッチング支援事業＞ 

 県が運営するマッチングサイトに、移住支援金の対象法人及び求人に関する情報を掲載します。 

 

＜申請方法＞ 

○『「岐阜県におけるマッチング支援事業」実施要領』に基づき、事前に県への登録が必要となりま

す。 

 ※マッチングサイトへの掲載には、県の登録と併せて、岐阜県中小企業総合人材確保センター（ジ

ンサポ！ぎふ）への求人登録が必要となります。 

○登録申請書様式および求人票様式については、「ジンサポ！ぎふホームページ→「企業の方」ペー

ジからダウンロードしてください。https:www.jinzai-gifu.jp/kigyou 

○登録申請書は、法人登記を添付のうえ、県またはジンサポ！ぎふまで郵送してください。 

○求人票は、ジンサポ！ぎふまでメールしてください。 

 

＜問い合わせ先＞ 

○岐阜県中小企業総合人材確保センター（ジンサポ！ぎふ） 

 〒５００－８３８４ 岐阜県岐阜市薮田南５－１４－２ 

 ＴＥＬ：０５８－２７８－１１４６  ＦＡＸ：０５８－２７８－１１４８ 

 Ｅ-ｍａｉｌ：kigyo@jinzai-gifu.jp 

○岐阜県 商工労働部 産業人材課 人材確保係 

 〒５００－８５７０ 岐阜県岐阜市薮田南２－１－１ 

 ＴＥＬ：０５８－２７２－８４０６（直通）  ＦＡＸ：０５８－２７８－２６７６ 

 Ｅ-ｍａｉｌ：c11369@pref.gifu.lg.jp 

mailto:c11369@pref.gifu.lg.jp


 

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★ 

************** メールマガジンの配信中止・アドレス変更 ***************  

配信中止・アドレス変更を希望される場合は、下記の要領でメールにてご連絡ください。 

タイトル：【メールマガジン配信中止】又は 

【メールマガジン配信先 アドレス変更】 

本  文：事業所・団体名、氏名 

アドレスを変更する場合は、新・旧アドレス 

送 信 先：rousei555@city.takayama.lg.jp までご連絡ください。  


